
―　 ―31

第69巻第 2号「厚生の指標」2022年 2 月

目的　2018年度の介護報酬の改定より認知症グループホームにおいて「栄養スクリーニング加算」
が新設され，利用者個々人の低栄養状態のリスクを把握することが制度化された。しかし，ど
のような施設特性を持つ認知症グループホームで栄養スクリーニング加算の算定割合が高いの
か明らかでなかった。本研究の目的は，認知症グループホームの施設特性として特に併設サー
ビスの種類に着目し，併設サービスの種類と栄養スクリーニング加算算定との関連について検
討することである。

方法　日本全国の認知症グループホームから無作為抽出（ ３ 割）された施設を対象として2020年 ６
月に郵送による自記式質問紙調査を実施した。説明変数に併設サービスの種類（「病院・診療
所」「介護保険施設」「居宅介護支援事業所」）を，アウトカム変数に栄養スクリーニング加算
算定の有無を用い，ロジスティック回帰分析で多変量調整オッズ比と95％信頼区間を算出した。
共変量には，事業主体，ユニット数，要介護 4 以上の利用者の割合を用いた。

結果　解析対象1,289施設のうち，栄養スクリーニング加算を算定していた施設は9.5％であった。
併設サービスについて，「なし」の群を基準とした場合の粗オッズ比は，病院・診療所，介護
保険施設，居宅介護支援事業所のいずれでも「あり」の群で有意に高かったが（オッズ比の範
囲：1.60～3.13），共変量をモデルに含めた場合（多変量調整モデル）では ３ つすべての併設
サービスにおけるオッズ比に有意な差はみられなかった（オッズ比の範囲：1.22～1.49）。し
かし併設サービスの組み合わせのパターンとして，「 ３ つすべてなし」の群を基準とした場合
の多変量調整オッズ比は，「 ３ つすべてあり」で2.63（95％信頼区間：1.20，5.76）と有意に
高かった。

結論　同一法人の併設サービスとして「病院・診療所」「介護保険施設」「居宅介護支援事業所」が
あることが栄養スクリーニング加算算定の促進因子であることが示唆された。
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Ⅰ　緒　　　言

　わが国の認知症高齢者のための介護保険サー
ビスとして，認知症対応型共同生活介護（認知
症グループホーム）がある。認知症グループ
ホームは 1 ユニット 9 人までの少人数で構成さ
れており，認知症の高齢者であっても，住み慣
れた地域で共同生活を営むことを目的とした地
域密着型サービスの 1 つである。2020年時点で，
全国には13,892施設の認知症グループホームが
あり，21万人が利用しているとされ1），将来的
には25万人の利用が想定されている2）。認知症
高齢者では，認知機能低下の進行に伴い，嚥下
障害や生活機能の低下が生じやすく，低栄養状
態のリスクが高いことが知られている3）。実際，
認知症グループホーム利用者で認知機能が低
か っ た 者（Clinical Dementia Rating＝ ３ ）11
名を対象とした日本国内の調査では27.3％が低
栄養状態だったと報告している4）。
　特別養護老人ホームや介護老人保健施設など
の介護保険施設においては，2005年の制度改定
で低栄養状態のリスクの高い者に対して個別の
栄養ケアを実施するための「栄養マネジメント
加算」が導入されて久しい。一方，認知症グ
ループホームについては，利用者の栄養状態の
把握や適切な栄養改善サービスの提供のために，
2018年度の介護報酬の改定により「栄養スク
リーニング加算」が導入された。栄養スクリー
ニング加算は，利用者ごとに低栄養状態のリス
ク指標（Body Mass Index，体重減少率，血清
アルブミン値，食事摂取量など）を把握（スク
リーニング）し，この情報を「居宅介護支援事
業所」の介護支援専門員（ケアマネジャー。要
介護者の心身の状況に応じたケアプラン作成を
担当）と文書で共有することが算定要件となっ
ている。栄養スクリーニング加算の導入によっ
て，低栄養状態のリスクの高い者が把握される
ことで，利用者ごとの個別対応の栄養管理が推
進されることが期待されている。
　しかし，認知症グループホームは前述のとお
り小規模な施設であり，常勤介護従業者の人員

基準も一人以上とされていることから，栄養管
理のための専門職員を配置することが制度上の
前提とされていない。先行研究において，介護
保険のサービスである通所リハビリテーション
において併設する病院の管理栄養士と連携する
ことで個別対応の栄養管理を実施したという事
例も報告されており5），認知症グループホーム
においても併設サービスといった施設特性に
よって栄養スクリーニングをはじめとする栄養
管理の取り組みに違いがあるかもしれない。
　しかし，栄養スクリーニング加算導入後の認
知症グループホーム利用者に対する栄養管理の
実態については研究報告が乏しく，どのような
施設特性を持つ認知症グループホームで栄養ス
クリーニング加算の算定割合が高いのか明らか
でなかった。
　本研究は，認知症グループホームの施設特性
と栄養スクリーニング加算算定との関連につい
て検討することを目的とした。なお前述したよ
うな連携が決定要因になっているとすれば様々
な併設サービスがある施設ほど栄養スクリーニ
ング加算を算定しているだろうと仮定し，本研
究では施設特性として特に併設サービスの種類
に着目した。

Ⅱ　方　　　法

（ 1）　調査の概要
　本研究は，2020年 6 月に郵送・回収した自記
式質問紙調査に基づく横断研究である。調査は，
認知症グループホームの施設を単位とした（認
知症グループホームの利用者個人の情報は含ま
ない）。

（ 2）　対象施設
　2017年に『認知症対応型共同生活介護入所者
の栄養管理に関する実態把握』の調査対象と
なった全国の認知症グループホームを対象とし
た6）。同調査対象は，2017年時点に厚生労働省
介護サービス情報公表システム（http://www.
kaigokensaku.mhlw.go.jp/）に登録されていた
全国のグループホーム13,028施設から ３ 割の無
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作為抽出で選出された。対象となった認知症グ
ループホームに，自記式質問紙を郵送し，認知
症グループホームの管理者（あるいは管理者が
依頼した職員）に記入日時点の施設の状況につ
いて回答を求めた。回収は郵送によって行った。
　図 1に，解析対象を選別するまでの流れを示
す。発送作業を実施した3,932施設のうち，質
問紙を配達できなかった70施設を除き，質問紙
の回答対象になる数は3,862施設であった。こ
のうち，質問紙を回収できたのは，1,368施設
であった。この1,368施設のうち，1,366施設か
ら有効回答を得ることができた。このうち，解
析に必要な変数情報（事業主体，ユニット数，
要介護 4 以上の利用者の割合，栄養スクリーニ
ング加算）が欠損であった77施設を除外した
1,289施設を，本研究の主解析における解析対
象とした（回答対象数3,862施設の33.4％）。

（ 3）　施設特性
　説明変数となる認知症グループホームの施設
特性には，併設サービスの種類（同一法人で同
じ市町村内にある施設・事業所；病院・診療所，
介護保険施設，居宅介護支援事業所），事業主
体（営利法人，医療法人，社会福祉法人，
NPO法人，その他），ユニット数，要介護 4 以
上の利用者の割合（全利用者数に占める割合）
について，記入日時点の自己申告の情報を用い
た。
　ユニットとは，複数の居室（個室）・居間・
食堂・台所などで構成されるグループ生活の単
位のことで，認知症高齢者グループホームの場
合， １ ユニットで生活する入居者の人数は ９ 人
までとされている。

（ 4）　栄養スクリーニング加算
　栄養スクリーニング加算の算定状況は，「栄
養スクリーニング加算を算定した利用者が 1 人
以上いましたか？（※記入日までの最近 6 カ月
間の状況をお答えください）」の設問で把握し
た。本研究では，「いた」と回答した施設を
「栄養スクリーニング加算算定あり」と定義し，
アウトカム変数として設定した。

（ 5）　個別対応の栄養管理の実施状況
　副次的解析として，栄養スクリーニング加算
による個別対応の栄養管理の実施状況の差を検
討する目的で，「利用者ごとに栄養状態を考慮
した量（エネルギー量）の食事が，毎食提供さ
れていましたか？」の調査項目で「提供してい
た（提供量は個人ごとに設定するように考慮し
た）」と回答した施設を個別対応の栄養管理を
実施している施設とみなし，副次アウトカム変
数として定義した。

（ 6）　統計解析
　 ３ 種類の併設サービス（病院・診療所，介護
保険施設，居宅介護支援事業所）について，な
しを基準群とした場合のありの栄養スクリーニ
ング加算算定のオッズ比と95％信頼区間をロジ
スティック回帰分析によって算出した。
　また併設サービスの組み合わせのパターンと
して， ３ つすべてなし，病院・診療所のみ，介
護保険施設のみ，居宅介護支援事業所のみ，病
院・診療所＋介護保険施設，病院・診療所＋居
宅介護支援事業所，介護保険施設＋居宅介護支

図 １　解析対象のフロー図
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援事業所， ３ つすべてありの ８ 群を説明変数と
した解析も実施した（基準群：３ つすべてなし）。
　また副次的解析として，栄養スクリーニング
加算による個別対応の栄養管理の実施状況の差
を検討するため，有効回答1,366施設から解析
に必要な変数情報（ユニット数，要介護 4 以上
の利用者の割合，栄養スクリーニング加算，個
別対応の栄養管理の実施）が欠損であった129
施設を除外した1,237施設を解析対象として，
オッズ比と95％信頼区間をロジスティック回帰
分析によって算出した。
　共変量には，事業主体（営利法人，医療法人，
社会福祉法人，NPO法人・その他），ユニット
数（ 1 ユニット， 2 ユニット， 3 ユニット以上），
要介護 4 以上の利用者の割合（ 3 分位カテゴ
リ； 21.05％，21.06～33.33％， 33.34％）
を用いた。
　統計解析にはIBM SPSS Statistics version 25
を使用し，ｐ＜0.05を統計学的有意水準とした。

（ 7）　倫理的配慮
　本調査は，神奈川県立保健福祉大学研究倫理
審査委員会の承認を得て実施した（番号：保大
第 7 -20- 2 ）。なお，認知症グループホームの
施設特性に関する情報に限られ，認知症グルー
プホーム利用者の個人情報に関する調査は含め
なかった。

Ⅲ　結　　　果

（ 1）　解析対象施設の基本特性
　表 1に，解析対象施設の基本特性を示す。解
析対象となった1,289施設のうち，事業主体別
では営利法人が36.9％と最も多かった。同一法
人で同じ市町村内にある施設・事業所について
は，介護保険施設が56.6％と半数以上であった。
ユニット数は， ２ ユニットが60.7％と最も多
かった。要介護 ４ 以上の利用者の割合が50％以
上であった施設は9.0％であった。
　栄養スクリーニング加算を算定していた施設
は9.5％であった。このうち，利用者全員分の
加算を算定していたのは87.3％であった。

（ 2）　施設特性と栄養スクリーニング加算
　本研究の主解析の結果として，表 2に，認知
症グループホームの施設特性と栄養スクリーニ
ング加算との関連について示す。
　併設サービスについて，「なし」の群を基準
とした場合の粗オッズ比は，病院・診療所，介
護保険施設，居宅介護支援事業所のいずれでも
「あり」の群で有意に高かった（オッズ比の範
囲：1.60～3.13）。しかし共変量をモデルに含
めた場合（多変量調整モデル）では， ３ つすべ
ての併設サービスにおけるオッズ比に有意な差
はみられなかった（オッズ比の範囲：1.22～
1.49）。
　事業主体の多変量調整オッズ比は，「営利法
人」の群を基準とした場合，「医療法人」で
3.22（95％信頼区間：1.62，6.42）と有意に高
かった。

表 １　基本特性（ｎ＝1,289）
ｎ（％）

事業主体
　営利法人 475（36.9）
　医療法人 228（17.7）
　社会福祉法人 340（26.4）
　NPO法人 67（ 5.2）
　その他 179（13.9）
同一法人で同じ市町村内にある施設・事業所
　病院・診療所
　　なし 1 043（80.9）
　　あり 246（19.1）
　介護保険施設
　　なし 560（43.4）
　　あり 729（56.6）
　居宅介護支援事業所
　　なし 659（51.1）
　　あり 630（48.9）
ユニット数
　 １ ユニット 446（34.6）
　 ２ ユニット 782（60.7）
　 ３ ユニット以上 61（ 4.7）
要介護 ４ 以上の利用者の割合
　50％未満 1 173（91.0）
　50％以上 116（ 9.0）
栄養スクリーニング加算1）

　算定あり 123（ 9.5）
　算定なし 1 166（90.5）
利用者ごとに栄養状態を考慮した量の食事提供2）

　提供していた 902（70.0）
　提供しなかった 313（24.3）
　わからない 60（ 4.7）
　欠損 14（ 1.1）

注　1）　栄養スクリーニング加算を算定した利用者数が １ 人以上の
場合を「算定あり」

　　2）　利用者ごとに栄養状態を考慮した量（エネルギー量）の食
事が，毎食提供されていたか
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　また，要介護 4 以上の利用者の割合が高い施
設で多変量調整オッズ比が高く，最大 ３ 分位群
（ 33.34％）で1.74（95％信頼区間：1.09，
2.77）であった。

（ 3）　併設サービスの組み合わせと栄養スク
リーニング加算

　表 3に，併設サービスの組み合わせのパター
ンと栄養スクリーニング加算との関連について
示す。多変量調整オッズ比は，「 3 つすべてな
し」の群を基準とした場合，「 3 つすべてあ

り」で2.63（95％信頼区間：1.20，5.76）と有
意に高かった。

（ 4）　栄養スクリーニング加算と個別対応の栄
養管理の実施

　表 4に，副次的解析として，栄養スクリーニ
ング加算と個別対応の栄養管理の実施状況との
関連を解析した結果を示す。利用者ごとに栄養
状態を考慮した量の食事提供が「あり」の多変
量調整オッズ比は，栄養スクリーニング加算が
「算定なし」だった群を基準とした場合，「算

表 ２　認知症グループホームの施設特性と栄養スクリーニング加算との関連（ｎ＝1,289）
栄養スクリーニング加算1）

ｎ（％） 粗オッズ比 多変量調整オッズ比2）

算定なし 算定あり オッズ比（95％信頼区間） ｐ値 オッズ比（95％信頼区間） ｐ値

病院・診療所
　なし 968（92.8） 75（ 7.2） 1.00（基準群） 1.00（基準群）
　あり 198（80.5） 48（19.5） 3.13（2.11， 4.64） ＜0.001 1.37（0.76， 2.46） 0.292
介護保険施設
　なし 519（92.7） 41（ 7.3） 1.00（基準群） 1.00（基準群）
　あり 647（88.8） 82（11.2） 1.60（1.08， 2.37） 0.018 1.22（0.80， 1.87） 0.351
居宅介護支援事業所
　なし 616（93.5） 43（ 6.5） 1.00（基準群） 1.00（基準群）
　あり 550（87.3） 80（12.7） 2.08（1.41， 3.07） ＜0.001 1.49（0.97， 2.29） 0.066
事業主体
　営利法人 450（94.7） 25（ 5.3） 1.00（基準群） 1.00（基準群）
　医療法人 180（78.9） 48（21.1） 4.80（2.87， 8.02） ＜0.001 3.22（1.62， 6.42） 0.001
　社会福祉法人 309（90.9） 31（ 9.1） 1.81（1.05， 3.12） 0.034 1.64（0.92， 2.95） 0.095
　NPO法人・その他 227（92.3） 19（ 7.7） 1.51（0.81， 2.79） 0.193 1.50（0.80， 2.81） 0.205
ユニット数（ユニット）
　 １ ユニット 408（91.5） 38（ 8.5） 1.00（基準群） 1.00（基準群）
　 ２ ユニット 707（90.4） 75（ 9.6） 1.14（0.76， 1.71） 0.533 1.28（0.84， 1.95） 0.255
　 ３ ユニット以上 51（83.6） 10（16.4） 2.11（0.99， 4.48） 0.053 1.75（0.79， 3.88） 0.166
要介護 ４ 以上の利用者の割合
　 21.05％ 399（92.4） 33（ 7.6） 1.00（基準群） 1.00（基準群）
　21.06～33.33％ 305（90.8） 31（ 9.2） 1.23（0.74， 2.05） 0.430 1.33（0.79， 2.26） 0.284
　 33.34％ 462（88.7） 59（11.3） 1.54（0.99， 2.41） 0.057 1.74（1.09， 2.77） 0.020

注　1）　栄養スクリーニング加算を算定した利用者数が １ 人以上の場合を「算定あり」
　　2）　表中の全変数を同時投入

表 ３　同一法人の併設サービスの組み合わせと栄養スクリーニング加算との関連（ｎ＝1,289）
栄養スクリーニング加算1）

ｎ（％） 粗オッズ比 多変量調整オッズ比2）

算定なし 算定あり オッズ比（95％信頼区間） ｐ値 オッズ比（95％信頼区間） ｐ値

３ つすべてなし 296（94.9） 16（ 5.1） 1.00（基準群） 1.00（基準群）
病院・診療所のみ 22（84.6） 4（15.4） 3.36（1.04，10.90） 0.044 1.50（0.41， 5.48） 0.537
介護保険施設のみ 273（93.8） 18（ 6.2） 1.22（0.61， 2.44） 0.574 1.17（0.58， 2.36） 0.660
居宅介護支援事業所のみ 166（91.2） 16（ 8.8） 1.78（0.87， 3.66） 0.115 1.74（0.84， 3.59） 0.134
病院・診療所＋介護保険施設 25（83.3） 5（16.7） 3.70（1.25，10.90） 0.018 1.87（0.57， 6.20） 0.304
病院・診療所＋居宅介護支援事業所 35（87.5） 5（12.5） 2.64（0.91， 7.66） 0.073 1.28（0.40， 4.11） 0.679
介護保険施設＋居宅介護支援事業所 233（90.3） 25（ 9.7） 1.98（1.04， 3.80） 0.039 1.71（0.85， 3.46） 0.135
３ つすべてあり 116（77.3） 34（22.7） 5.42（2.88，10.20） ＜0.001 2.63（1.20， 5.76） 0.016

注　1）　栄養スクリーニング加算を算定した利用者数が １ 人以上の場合を「算定あり」
　　2）　事業主体，ユニット数，要介護 ４ 以上の利用者の割合を調整
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定あり」で2.23（95％信頼区間：1.31，3.80）
と有意に高かった。

Ⅳ　考　　　察

　本研究は，日本全国の認知症グループホーム
を対象とした 2020年時点の調査データに基づ
いて，認知症グループホームの施設特性と栄養
スクリーニング加算算定との関連を検討した。
その結果，同一法人の併設サービスとして「病
院・診療所」「介護保険施設」「居宅介護支援事
業所」が「 3 つすべてあり」の場合に，栄養ス
クリーニング加算を算定していた施設が有意に
多かった。また，「医療法人」や「要介護 4 以
上の利用者の割合」（重度要介護認定者の割
合）に該当した場合に，栄養スクリーニング加
算を算定していた施設が有意に多かった。
　同一法人の併設サービスとして「病院・診療
所」「介護保険施設」「居宅介護支援事業所」が
ある施設で，栄養スクリーニング加算を算定し
た施設が多いであろう理由として，われわれの
当初の仮説は「栄養ケアに関わる資源（保健医
療福祉の専門職，病院や介護保険施設で完備さ
れている栄養ケアの資源）が充実しているこ
と」や「ケアプランへの導入といった介護保険
制度上の調整が円滑であること」であった。中
でも，緒言に前述した通り，「認知症グループ
ホーム内に栄養ケアに関わる専門職がいなかっ
たとしても，同一法人内の併設サービスにおい
て栄養ケアに関わる専門職が存在し，認知症グ
ループホームにも関与できる体制があれば，栄
養スクリーニング加算算定に至る可能性が高

い」という仮説を特に想定していた。こうした
仮説は，表 3に示した同一法人の併設サービス
に関する多変量調整オッズ比の結果から，支持
された（棄却されなかった）ものと解釈できる
だろう。
　また，「医療法人」で栄養スクリーニング加
算を算定していた施設が有意に多かったという
事業主体による差は，こうした併設サービスの
違いによるものかを考慮すべきかもしれない。
実際に，事後的にクロス集計を行ったところ，
併設サービスの組み合わせのパターンが「 3 つ
すべてあり」であった割合は，「営利法人」で
1.1％であったのに対して，「医療法人」では
46.1％と，大きな違いがあった（それ以外の
「社会福祉法人」では7.6％，「NPO法人・そ
の他」では5.7％）。しかし，「医療法人」で栄
養スクリーニング加算算定のオッズ比が有意に
高いという結果は，粗オッズ比だけでなく，併
設サービスが共変量に入っている場合でも有意
であり（表 2の多変量調整オッズ比），なおか
つ粗オッズ比から多変量調整オッズ比への減弱
（オッズ比が １ に近づく比率）も「病院・診療
所」をはじめとする併設サービスに比べて小さ
く，より頑健な結果であった。このことから，
「医療法人」で栄養スクリーニング加算算定の
オッズ比が有意に高いという関連は，解析に用
いた 3 つの併設サービスでは説明できないと解
釈すべきであろう。つまり，「医療法人」で栄
養スクリーニング加算算定のオッズ比が高かっ
た理由として，例えば法人規模の大きさに伴う
特性の違いなど， 3 つの併設サービス以外の要
因も考慮すべきであると考えられる。併設サー

表 ４　副次的解析：栄養スクリーニング加算と個別対応の栄養管理の実施との関連（ｎ＝1,237事業所）
利用者ごとに栄養状態を
考慮した量の食事提供1）

ｎ（％）
粗オッズ比 多変量調整オッズ比2）

提供なし 提供あり オッズ比（95％信頼区間） ｐ値 オッズ比（95％信頼区間） ｐ値

栄養スクリーニング加算1）

　算定なし 301（26.9） 816（73.1） 1.00（基準群） 1.00（基準群）
　算定あり 17（14.2） 103（85.8） 2.23（1.32， 3.80） 0.003 2.23（1.31， 3.80） 0.003

注　1）　利用者ごとに栄養状態を考慮した量（エネルギー量）の食事が，毎食提供されていたか（記入日までの最近 1 カ月間の状況）。「わか
らない」と回答した施設や欠損ケースは除外

　　2）　ユニット数，要介護 ４ 以上の利用者の割合（ ３ 分位カテゴリ）を調整
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ビス以外の医療法人特有の要因が介在していた
かどうかを明らかにすることで，栄養スクリー
ニング加算算定の促進因子が明らかにできるか
もしれない。
　本研究の長所として，第一に，本研究が認知
症グループホームにおける栄養管理の実態を検
討した希少なデータであることが挙げられる。
特に，栄養スクリーニング加算に関する施設特
性を疫学的に検証した研究報告はこれまでに見
当たらず，今後の介護保険制度への提言につな
がる希少な基礎資料と考えられる。第二に，
1,289施設という比較的大規模なデータに基づ
いて統計解析をしていることから，交絡因子の
多変量調整を行っても比較的安定した推定結果
を得られている点が挙げられる。
　一方，本研究の限界点として，第一に，「栄
養スクリーニング加算を算定しているかどう
か」は直接的に「利用者ごとに低栄養状態のリ
スクを把握していたかどうか」を示す情報では
ないことが挙げられる。つまり，「栄養スク
リーニング加算を算定していない施設でも，利
用者の低栄養状態のリスクを把握して個別対応
の栄養ケアの実施内容が充実していた」という
可能性は論理的に否定できない。しかし，表 4
の副次的解析の結果のとおり，栄養スクリーニ
ング加算を算定していた施設の方が利用者ごと
に栄養状態を考慮した量の食事提供をしていた
割合が高かったことから，本研究データにおい
ては栄養スクリーニング加算の算定があった施
設ほど個別対応の栄養ケアの実施状況が良好で
あったと見なすことに大きな問題はないかもし
れない。第二に，本研究の解析対象者数は調査
対象数の33.4％であったことから，栄養管理に
ついて関心が高い施設からの回収が相対的に多
かったという選択バイアスの可能性が挙げられ
る。厚生労働省の報告によれば，2018年度にお
ける日本全国の認知症グループホームの中で栄
養スクリーニング加算の加算請求をした施設の
割合は2.1％と報告されており7），本研究結果
（9.5％）よりも低い。この厚生労働省の報告
は栄養スクリーニング加算が導入されたばかり
の ２ 年前の実績値であるため単純比較はできな

いものの，やはり選択バイアスの可能性は否定
できないだろう。よって栄養スクリーニング加
算を算定していた施設が9.5％であったという
ような記述疫学的な結果は全国の実態としては
過大評価であった可能性が高いことに留意すべ
きであり，本研究からの知見としては主解析で
ある認知症グループホームの施設特性と栄養ス
クリーニング加算との関連に特に着目すべきで
あろう。

Ⅴ　結　　　語

　同一法人の併設サービスとして「病院・診療
所」「介護保険施設」「居宅介護支援事業所」の
３ つがある施設で栄養スクリーニング加算を算
定していた割合が高かったことから，これらの
施設特性が栄養スクリーニング加算算定の促進
因子であることが示唆された。現時点での栄養
スクリーニング加算の算定状況は低調であるが，
こうした特性を持つ施設を手始めとして，栄養
スクリーニング加算におけるサービスのあり方
を検討することが先決かもしれない。一方で，
こうした併設サービスがない認知症グループ
ホームでも栄養スクリーニング加算の算定を果
たせるような栄養管理体制のあり方を模索する
ことが今後求められるであろう。しかし，いず
れにしても栄養スクリーニングは個別対応の栄
養管理のための糸口にすぎない。リスクの把握
にとどまることなく，認知症グループホーム利
用者の栄養状態や生活機能の向上に資する栄養
ケアを達成するためには，今後さらなる科学的
根拠の蓄積が重要であろう。
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